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令和７年度 ウクライナ避難民向け日本語教室運営助成金交付要綱  

令和 7年 4月 1日 理事長決定 

（目的） 

第１条 この要綱は、公益財団法人神戸国際コミュニティセンター（以下「センター」という。）

が、ウクライナ避難民を対象に、ウクライナ語を交えた日本語教育を行うための教室を運営する団

体に対して、当該団体が運営する日本語教室の運営に必要な経費の一部を助成する事業を行うため

に必要な事項を定める。 

（交付対象団体） 

第２条 助成事業の対象となる団体（以下「交付対象団体」という。）は、交付申請日時点で、次の

各号のすべてに該当するものとする。 

(1) 神戸市内に所在地を有すること。 

(2) 活動目的・代表者など団体運営に必要な事項について定めがあること。 

(3) 学習者は、満 15歳以上の神戸市在住のウクライナ避難民であること。ただし、神戸市外在住者

で神戸市内に在勤・在学するウクライナ避難民についても、神戸市在住の学習者の学習機会を

損なうものと認められない範囲内においてはこの限りではない。 

(4) 交付対象事業における日本語教育プログラムの策定にあたって、文部科学省が実施する地域日

本語教育コーディネーター研修又はセンターの実施する日本語教室コーディネーター研修

の受講者である地域日本語教育コーディネーターを配置していること。 

(5) 交付対象事業の実施にあたって、ウクライナ語を母語とする通訳者（以下「ウクライナ語通訳

者」という。）の配置が可能であること。 

(6) ボランティアによる日本語教室であり、日本語教師による日本語教育を行う団体ではないこと。 

(7) 政治活動又は宗教活動に関せず、非営利団体であること。 

(8) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77号）第２条第２号に規定

する暴力団又は構成員に同条第６号に規定する暴力団員がいる団体ではないこと。 

（交付対象事業及び期間） 

第３条 ウクライナ避難民向け日本語教室運営助成金（以下「助成金」という。）は、第１条の目的

を実現するための、ウクライナ語通訳者による支援を含めた日本語教室事業を対象とする。 

２ 交付対象事業期間は、令和７年４月１日から令和８年２月 28日までとする。 

（交付対象経費及び算定方法） 

第４条 交付対象経費は、交付対象団体が前条第２項に掲げる交付対象事業期間中に、前条第１項に

掲げる事業の実施のために負担した経費のうち、別表１に掲げる経費を対象とする。 

２ 助成金は、前項に定める交付対象経費について、予算の範囲内で理事長が別表２に記載する交付

率に基づき決定する。 

（重複交付の禁止） 

第５条 前条に規定する交付対象経費と重複して、その他公的機関及びそれに準ずる団体から助成金

等の交付を受けてはならない。 

（交付申請） 

第６条 交付対象団体の代表者は、助成金の交付を受けようとするときは、次に掲げる書類をセンタ

ーの指定する日までに、理事長に提出しなければならない。 

(1) 助成金交付申請書（様式第１号） 

(2) 事業計画書（様式１－１） 

(3) 収支予算書（様式１－２） 

（交付の決定） 

第７条 センターは、センター内に設置する助成審査委員会において前条第１項に定める提出書類を

審査し、助成の可否を決定する。センターは、助成金の交付決定を行うときは、次に掲げる書類に

より申請後１ヶ月以内に申請者に通知するものとする。 
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(1) 助成金交付決定通知書（様式第２号） 

(2) その他理事長が必要と認める書類 

２ 助成審査委員会の委員は、理事長が委嘱するものとする。 

３ センターは、助成金の交付が不適当である旨の通知を行うときは、次に掲げる書類をもって申請

者に通知するものとする。 

(1) 助成金不交付決定通知書（様式第３号） 

(2) その他理事長が必要と認める書類 

（助成事業等の変更等） 

第８条 交付対象団体は、助成事業等の変更について承認を受けようとするときは助成金交付決定内

容変更承認申請書（様式第４号）、事業計画書（変更後）（様式４－１）及び収支予算書（変更

後）（様式４－２）を、助成事業等の中止について承認を受けようとするときは助成事業等中止

（廃止）承認申請書（様式第５号）を、理事長に提出しなければならない。 

２ 理事長は、前項の申請があったときは、当該申請に係る書類の内容を審査し、承認することが適

当であると認めたときは、その旨を助成金交付決定変更通知書（様式第６号）又は助成事業等中止

（廃止）承認通知書（様式第７号）により、交付対象団体に通知するものとする。 

（実績報告書の提出） 

第９条 交付対象団体は、次の書類を令和８年３月６日までに、理事長に提出しなければならない。 

(1) 助成事業等実績報告書（様式第８号） 

(2) 事業報告書（様式８―１） 

(3) 収支決算書（様式８―２） 

（交付額の確定） 

第 10条 理事長は、前条の実績報告書を受領後速やかに助成金の交付額の確定を行い、次に掲げる書

類により、交付対象団体に通知するものとする。 

(1) 助成金額等確定通知書（様式第９号） 

(2) その他理事長が必要と認める書類 

（助成金の請求） 

第 11条 交付対象団体は、助成金の交付を受けようとするときは、助成金請求書（様式第 10号）を

前条の助成金額等確定通知書の受領後速やかに理事長に提出しなければならない。 

２ 前項の請求があった時は、理事長は速やかに助成金を交付対象団体に支払うものとする。 

（出納記録の作成と出納状況の確認） 

第 12条 交付対象団体は、事業実施にかかる経費を出納帳簿に記録する必要があるとともに、納品書

や領収書等の根拠資料を、事業実施終了後 5年間は適切な方法で保管しなければならない。 

２ 理事長は、交付対象団体の活動状況及び出納状況について、随時調査を行うことができる。 

 

（交付決定の取消し） 

第 13条 理事長は、交付対象団体が次の各号のいずれかに該当するときは、助成金の交付決定の全部

又は一部を取消すことができるものとする。 

(1) 偽りその他不正な手段により助成金の交付を受けようとし、又は受けたとき。 

(2) 助成金を他の用途に使用したとき。 

(3) 助成金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

(4) 第９条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をしたとき。 

(5) 交付対象団体が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77号）第２

条第２号に規定する暴力団であること又は構成員に同条第６号に規定する暴力団員がいることが判

明したとき。 

(6) 前各号に掲げるもののほか、法令若しくはこの要綱の規定に違反したとき又はこの要綱に基づく

理事長の指示に従わなかったとき。 
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２ 理事長は、前項による取消しをしたときは、速やかに、その旨を助成金交付決定取消通知書（様

式第 11号）により当該交付対象団体に通知するものとする。 

３ 理事長は、前項の規定により助成金の交付を取消した場合において、既に助成金を交付している

ときは、期限を定めて助成金を返還させるものとする。 

附 則 

１ この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

２ 交付対象経費には、令和７年４月１日以降で交付決定前までに実施した教室運営にかかった経費

を含むことができる。 
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（別表 1） 

交付対象経費 

※ 諸謝金については、各事業者の実情に応じ、本事業で用いる単価を設定するものとします。 

 

 

（別表 2） 

交付率  

 費目名 内容 

1 人件費 
1. 教育プログラム策定に係る地域日本語教育コーディネータ

ーの人件費 

2 諸謝金 
1. 日本語学習支援ボランティアの謝金 

2. ウクライナ語通訳者の謝金 

3 旅費・交通費 

1. 教育プログラム策定に係る地域日本語教育コーディネータ

ーの交通費 

2. 日本語学習支援ボランティアの交通費 

3. ウクライナ語通訳者の交通費 

5 消耗品費 
1. 教材・図書購入費  

2. 文房具購入費  

6 雑務役務費 1. 資料教材の作成費（印刷、コピー代） 等 

7 その他 
1. 上記 1～6に該当しないが、センターが特に必要と認めるも

の 

交付率 

1/2 
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様式第１号（第６条関係） 

 

助 成 金 交 付 申 請 書 

 

令和  年  月  日 

 

神戸国際コミュニティセンター 理事長 宛 

住  所 

団 体 名 

代表者名                  

 

下記助成金の交付について、申請します。 

記 

助成事業等の名称 令和７年度ウクライナ避難民向け日本語教室運営助成金 

申請事業名  

助成事業等の期間 
開始予定年月日   年  月  日 

終了予定年月日   年  月  日 

助 成 金 の 額 円      

算 出 の 基 礎 別紙 様式１－２のとおり 

添 付 書 類 

・（様式１－１）事業計画書 

・（様式１－２）助成事業等に係る収支予算書、 

又はこれに代わる書類 
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様式１－１ 

事 業 計 画 書 

１ 申請者情報 

団体名  

代表者名  

所在地 〒 
 

連絡先 

担当者名 ： 
電話 ： 
ＦＡＸ ： 
メールアドレス ： 

２ 事業概要 

事業内容 

・目的 

・概要 

・対象者 

・スケジュール 

・使用教材 

・学習者見込数 

・講師数 
(内日本語教師数） 

・その他 

 

 

 

 

 

 

 

「日本語教育の参照枠」や、生活 Can do 等の活用の有無：無 

実施日時・曜日・回数等 曜日    ：   ～   ：    全   回 

場所  

日本語以外の学習 

（あれば） 
 

受講料  

受講者の募集方法  

その他特記事項  

３ 事業の実施体制 

（1）教育プログラム策定に係る地域日本語教育コーディネーター（必須） 

 
氏名 

文部科学省の実施する地域日本

語教育ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ研修の受講日 
センターの実施する日本語教室 

ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ-研修の受講日 

１    

（1）ウクライナ語を母語とする通訳者（必須） 

 
氏名 

使用可能言語 

１   

４ その他助成金等の活用状況（見込み） 

* 本事業について、その他公的機関等から助成金等を受けているときは、その用途等を以下に記載すること 

交付機関名 事業名 
用途（事業概要・対象経費） 

* 本助成金事業と用途が重複しないこと 
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様式１－２ 

 

収 支 予 算 書 

１ 収入の部 

科   目 予 算 額 摘   要 

 
（         ） 
         円 

 

 
（         ） 

 
 

 
（         ） 

 
 

 
（         ） 

 
 

計 
（         ） 

 
 

２ 支出の部 

科   目 予 算 額 摘   要 

 円  

   

   

   

計   

（注）・収支の計は、それぞれ一致する。 

・支出の部の摘要欄には各項目の算定根拠（内訳・単価・数量）を記載すること。 
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様式第４号（第８条関係） 

 

助成金交付決定内容変更承認申請書 

 

令和  年  月  日 

 

神戸国際コミュニティセンター 理事長 宛 

住  所 

団 体 名 

代表者名                  

 

令和  年  月  日付 神国セ第   号をもって交付決定のあった下記事業について、

次のとおり交付決定の内容を変更したいので、承認願いたく申請します。 

記 

助成事業等の名称 令和７年度ウクライナ避難民向け日本語教室運営助成金 

変 更 の 理 由  

助成事業等の期間 

開始(予定)年月日 
（    年  月  日） 

  年  月  日 

完了(予定)年月日 
（    年  月  日） 

  年  月  日 

助 成 金 の 額 
（                 円）     

円      

算 出 の 基 礎 

 

 

 

添 付 書 類 

・（様式４－１）事業計画書（変更後） 

・（様式４－２）助成事業等に係る収支予算書、 

又はこれに代わる書類（変更後） 

（注）表中、変更前の金額は上段（ ）内に記入、変更後の金額は下段に記入する。  
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様式４－１ 

事 業 計 画 書（変更後） 

１ 申請者情報 

団体名  

代表者名  

所在地 〒 
 

連絡先 

担当者名 ： 
電話 ： 
ＦＡＸ ： 
メールアドレス ： 

２ 事業概要 

事業内容 

・目的 

・概要 

・対象者 

・スケジュール 

・使用教材 

・学習者見込数 

・講師数 
(内日本語教師数） 

・その他 

 

 

 

 

 

 

 

「日本語教育の参照枠」や、生活 Can do 等の活用の有無：無 

実施日時・曜日・回数等 曜日    ：   ～   ：    全   回 

場所  

日本語以外の学習 

（あれば） 
 

受講料  

受講者の募集方法  

その他特記事項  

３ 事業の実施体制 

（1）教育プログラム策定に係る地域日本語教育コーディネーター（必須） 

 
氏名 

文部科学省の実施する地域日本

語教育ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ研修の受講日 
センターの実施する日本語教室 

ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ-研修の受講日 

１    

（1）ウクライナ語母語通訳者（必須） 

 
氏名 

使用可能言語 

１   

４ その他助成金等の活用状況（見込み） 

* 本事業について、その他公的機関等から助成金等を受けているときは、その用途等を以下に記載すること 

交付機関名 事業名 
用途（事業概要・対象経費） 

* 本助成金事業と用途が重複しないこと 
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様式４－２ 

 

収 支 予 算 書（変更後） 

１ 収入の部 

科   目 予 算 額 摘   要 

 
（         ） 
         円 

 

 
（         ） 

 
 

 
（         ） 

 
 

 
（         ） 

 
 

計 
（         ） 

 
 

２ 支出の部 

科   目 予 算 額 摘   要 

 円  

   

   

   

計   

（注）・収支の計は、それぞれ一致する。 

・支出の部の摘要欄には各項目の算定根拠（内訳・単価・数量）を記載すること。 
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様式第５号（第８条関係） 

 

助成事業等中止（廃止）承認申請書 

 

令和  年  月  日 

 

神戸国際コミュニティセンター 理事長 宛 

住  所 

団 体 名 

代表者名                  

 

令和  年  月  日付 神国セ第   号をもって交付決定のあった下記事業について、次

のとおり中止（廃止）したいので、承認願いたく申請します。 

 

記 

 

助成事業等の名称 令和７年度ウクライナ避難民向け日本語教室運営助成金 

中止（廃止）の理由 

 

中止（廃止）の期日（期間） 令和 年 月 日（から令和 年 月 日までの間） 
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様式第８号（第９条関係） 

 

助成事業等実績報告書 

 

令和  年  月  日 

 

神戸国際コミュニティセンター 理事長 宛 

住  所 

団 体 名 

代表者名                  

 

令和  年  月  日付 神国セ第   号で交付決定のあった下記事業について、その実績

を報告します。 

記 

 

助成事業等の名称 令和７年度ウクライナ避難民向け日本語教室運営助成金 

助成事業等の期間 

開始年月日 
（    年  月  日） 

  年  月  日 

完了年月日 
（    年  月  日） 

  年  月  日 

助 成 金 の 額 
（                円）    

円     

添 付 書 類 

・（様式８－１）事業報告書 

・（様式８－２）助成事業等に係る収支決算書又はこれ

に代わる書類 

・その他事業実施状況の分かる資料（写真含む） 

（注）交付決定内容を上段の（ ）内に記入、実績を下段に記入する。 
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様式８－１ 

事 業 報 告 書 

１ 申請者情報 

団体名  

代表者名  

所在地 〒 
 

連絡先 

担当者名 ： 
電話 ： 
ＦＡＸ ： 
メールアドレス ： 

２ 事業概要 

事業内容 

・目的 

・概要 

・対象者 

・スケジュール 

・使用教材 

・学習者数 

・講師数 
(内日本語教師数） 

・その他 

 

 

 

 

 

 

 

「日本語教育の参照枠」や、生活 Can do 等の活用の有無：無 

実施日時・曜日・回数等 曜日    ：   ～   ：    全   回 

場所  

日本語以外の学習 

（あれば） 
 

受講料  

受講者の募集方法  

その他特記事項  

３ 事業の実施体制 

（1）教育プログラム策定に係る地域日本語教育コーディネーター（必須） 

 
氏名 

文部科学省の実施する地域日本

語教育ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ研修の受講日 
センターの実施する日本語教室 

ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ-研修の受講日 

１    

（1）ウクライナ語母語通訳者（必須） 

 
氏名 

使用可能言語 

１   

４ その他助成金等の活用状況（見込み） 

* 本事業について、その他公的機関等から助成金等を受けているときは、その用途等を以下に記載すること 

交付機関名 事業名 
用途（事業概要・対象経費） 

* 本助成金事業と用途が重複しないこと 
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様式８－２ 

 

収 支 決 算 書 

１ 収入の部 

科   目 決 算 額 摘   要 

 
（         ） 
         円 

 

 
（         ） 

 
 

 
（         ） 

 
 

 
（         ） 

 
 

計 
（         ） 

 
 

２ 支出の部 

科   目 決 算 額 摘   要 

 円  

   

   

   

計   

（注）・収支の計は、それぞれ一致する。 

・支出の部の摘要欄には各項目の算定根拠（内訳・単価・数量）を記載すること。 
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様式第10号（第11条関係） 

 

助 成 金 請 求 書 

 

請 求 金 額 円  

助成事業等の名称 令和７年度ウクライナ避難民向け日本語教室運営助成金 

 

上記のとおり、助成金を交付されたく請求します。 

令和  年  月  日 

神戸国際コミュニティセンター 理事長 宛 

 

住  所 

団 体 名 

代表者名                  

（添付書類） 

 

 

 

 

・振込先口座 

金 融 機 関 名    銀行   支店 

預 金 種 目 １．普通 ２．当座 その他（       ） 

口 座 番 号  

口座名義(カナ)  

（注）口座名義は、交付対象団体と同一の名義であること。 

口座名義が異なる口座への振込となる場合は、助成金受領委任状（様式第12号）を 

提出すること。 
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令和  年  月  日 

神戸国際コミュニティセンター 理事長 宛 

 

住  所 

団 体 名 

代表者名                  

 

 

私は,下記１受任者を代理人と定め,下記２の助成金に係る下記３の金額の受領を委任します。 

 

１． 受任者 

住所  

団体名  

代表者名  

 

２． 助成事業等の名称 

令和７年度ウクライナ避難民向け日本語教室運営助成金 

 

３． 受領委任する金額 

 金            円 

 

４． 振込先口座 

金 融 機 関 名    銀行   支店 

預 金 種 目 １．普通 ２．当座 その他（       ） 

口 座 番 号  

口座名義(カナ)  

 

 


